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消
費

税
転

嫁
対

策
特

別
措
置
法
の
目

的
及

び
概

要

１
．

目
的

平
成

２
６

年
４

月
及

び
平

成
３

１
年

１
０

月
の

消
費

税
率

の
引

上
げ

に
際

し
，

消
費

税
の

円
滑

か
つ
適

正
な
転

嫁
を
確

保
す
る
た
め
，
特

定
事

業
者

に
よ
る
消

費
税

の
転

嫁
拒

否
等

の
行

為
を
迅

速
か

つ
効

果
的

に
是

正
し
，
ま
た
，
消

費
税

の
転

嫁
及

び
表

示
の

方
法

の
決

定
に
係

る
共

同
行

為
並

び
に
価

格
の

表
示

に
つ
い
て
特

別
の

措
置

を
講

じ
る
た
め
，

所
要
の
法
整
備
を
行
う
も
の

２
．

概
要

第
１

消
費
税
の
転
嫁
拒
否
等
の
行
為
の
是
正
に
関
す
る
特
別
措
置

消
費

税
の

転
嫁

拒
否

等
の

行
為

を
取

締
り

，
当

該
行

為
を

是
正

又
は

防
止

す
る

た
め

に
必

要
な

法
制

上
の

措
置

を
講
じ
る
。

第
２

消
費
税
の
転
嫁
を
阻
害
す
る
表
示
の
是
正
に
関
す
る
特
別
措
置

消
費

者
の

誤
認

を
招

き
，

他
の

事
業

者
に

よ
る

円
滑

な
転

嫁
を

阻
害

す
る

宣
伝

・
広

告
等

を
是

正
又

は
防

止
す

る
た
め
に
必
要
な
法
制
上
の
措
置
を
講
じ
る
。

第
３

価
格
の
表
示
に
関
す
る
特
別
措
置

消
費

税
の

総
額

表
示

義
務

に
つ

い
て

，
表

示
す

る
価

格
が

そ
の

時
点

に
お

け
る

税
込

価
格

で
あ

る
と

誤
認

さ
れ

な
い

た
め

の
措

置
を

講
じ

て
い

る
場

合
に

限
り

，
税

込
価

格
を

表
示

す
る

こ
と

を
要

し
な

い
た

め
の

必
要

な
法

制
上
の
措
置
を
講
じ
る
。

第
４

消
費
税
の
転
嫁
及
び
表
示
の
方
法
の
決
定
に
係
る
共
同
行
為
に
関
す
る
特
別
措
置

事
業

者
又

は
事

業
者

団
体

が
行

う
転

嫁
カ

ル
テ

ル
及

び
表

示
カ

ル
テ

ル
に

つ
い

て
，

平
成

元
年

の
消

費
税

導
入

時
と
同
様
の
独
占
禁
止
法
の
適
用
除
外
制
度
を
設
け
る
。

＜
平
成
２
５
年
１
０
月
１
日
か
ら
施
行
し
，
平
成
３
３
年
３
月
３
１
日
限
り
で
そ
の
効
力
を
失
う
。
＞

（
法
律
改
正
に
よ
り
，
同
法
の
期
限
は
，
平
成
３
０
年
９
月
３
０
日
か
ら
平
成
３
３
年
３
月
３
１
日
に
延
長
さ
れ
た
。
）
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１
．

法
律

の
対

象
と

な
る

事
業

者

特
定

事
業
者
（
転
嫁
拒
否
等
を
す
る
側
）
（
買
手
）

特
定

供
給
事
業
者
（
転
嫁
拒
否
等
を
さ
れ
る
側
）
（
売
手
）

①
大
規
模
小
売
事
業
者

大
規
模
小
売
事
業
者
に
継
続
し
て
商
品
又
は
役
務
を
供
給
す
る
事
業
者

②
右
欄
の
特
定
供
給
事
業
者
か
ら
継
続
し
て

商
品
又
は
役
務
の
供
給
を
受
け
る
法
人
事
業
者

○
資
本
金
等
の
額
が
３
億
円
以
下
の
事
業
者

○
個
人
事
業
者
等

第
１

消
費

税
の

転
嫁

拒
否

等
の

行
為

の
是

正
に

関
す

る
特

別
措

置
①

２
．

大
規

模
小

売
事

業
者

の
定

義
（

公
正

取
引

委
員

会
規

則
）

○
特
定

事
業

者
と
な

る
「

大
規
模

小
売

事
業
者

」
（

公
正
取

引
委

員
会
規

則
で

定
め
る

も
の

）
一
般

消
費

者
に
よ

り
日

常
使
用

さ
れ

る
商
品

の
小

売
業
を

行
う

者
で
，

次
の

①
又
は

②
の

い
ず
れ

か
に

該
当
す

る
も

の
①

前
事
業

年
度
に

お
け

る
売
上

高
が

１
０
０

億
円

以
上
で

あ
る

者
②

次
の
い

ず
れ
か

の
店

舗
を
有

す
る

者
・

東
京

都
特

別
区

及
び

政
令

指
定

都
市

に
お

い
て

，
店

舗
面

積
が

3
,
0
0
0
㎡

以
上

・
そ

の
他

の
市

町
村

に
お

い
て

，
店

舗
面

積
が

1
,
5
0
0
㎡

以
上

（
注

）
コ

ン
ビ

ニ
エ

ン
ス

ス
ト

ア
本

部
等

の
フ

ラ
ン

チ
ャ

イ
ズ

チ
ェ

ー
ン

の
形

態
を

と
る

事
業

者
を

含
む

（
こ

の
場

合
，

上
記

①
の

売
上

高
に

つ
い

て
は

加
盟

す
る

者
の

売
上

高

を
含
む
。
）
。

３
．

特
定

事
業

者
の

遵
守

事
項

特
定
事
業
者
は
，
特
定
供
給
事
業
者
に
対
し
，
以
下
に
掲
げ
る
行
為
を
行
っ
て
は
な
ら
な
い
。

（
１
）
消
費
税
の
転
嫁
拒
否
等
の
行
為

①
減
額
，
買
い
た
た
き

・
商

品
又

は
役

務
の

対
価

の
額

を
事

後
的

に
減

額
す

る
こ

と
に

よ
り

，
消

費
税

の
転

嫁
を

拒
否

す
る

こ
と

・
商

品
又

は
役

務
の

対
価

の
額

を
通

常
支

払
わ

れ
る

対
価

に
比

べ
て

低
く

定
め

る
こ

と
に

よ
り

，
消

費
税

の
転

嫁
を

拒
否

す
る

こ
と

②
商
品
購
入
，
役
務
利
用
又
は
利
益
提
供
の
要
請

・
消

費
税

の
転

嫁
に

応
じ

る
こ

と
と

引
換

え
に

商
品

を
購

入
さ

せ
，

又
は

役
務

を
利

用
さ

せ
る

こ
と

・
消

費
税

の
転

嫁
に

応
じ

る
こ

と
と

引
換

え
に

金
銭

，
役

務
そ

の
他

の
経

済
上

の
利

益
を

提
供

さ
せ

る
こ

と

③
本
体
価
格
で
の
交
渉
の
拒
否

・
商

品
又

は
役

務
の

対
価

に
係

る
交

渉
に

お
い

て
本

体
価

格
（

消
費

税
を

含
ま

な
い

価
格

）
を

用
い

る
旨

の
申

出
を

拒
む

こ
と

（
２
）
報
復
行
為

特
定

供
給

事
業

者
が

公
正

取
引

委
員

会
等

に
転

嫁
拒

否
等

の
行

為
に

該
当

す
る

事
実

を
知

ら
せ

た
こ

と
を

理
由

と
し

て
，

取
引

の
数

量
を

減
じ

，
取

引
を

停
止

し
，

そ
の

他
不

利
益

な
取

扱
い

を
す

る
こ

と

（
注

１
）
地
方
公

共
団
体
や
独
立
行

政
法
人

な
ど

の
法

人
で

あ
っ

て
も

，
事

業
を

行
っ

て
い

れ
ば

特
定

事
業

者
に

該
当
す

る
。

（
注

２
）
消
費
税

の
免
税
事
業
者
で

あ
っ
て

も
特

定
供

給
事

業
者

に
該

当
す

る
。

（
注

１
）

（
注

２
）

（
注

２
）
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◆
措
置
請
求

地
方
公
共

団
体
等

◆
勧
告

公
正
取
引
委
員
会

◆
報
告
徴
収
・
立
入
検
査

（
書
面
調
査

・
ヒ
ア
リ
ン
グ
）

◆
指
導
・
助
言

公
正
取
引
委
員
会

中
小
企
業
庁
長
官

主
務
大
臣

特
定
事
業
者

（
転
嫁
拒
否
等
を
す
る
側
）

情
報
提
供

指
導

に
よ
り

迅
速
か
つ
効
果
的
な
是
正

◆
報
告
徴
収
・
立
入
検
査

（
書
面
調
査

・
ヒ
ア
リ
ン
グ
）

情
報
共
有

転
嫁
拒
否
等
の
行
為

勧
告
と
同
時
に
公
表

特
定
供
給
事
業
者

（
転
嫁
拒
否
等
を
さ
れ
る
側
）

①
大
規
模
小
売
事
業
者
に
継
続
し
て
商

品
又
は
役
務
を
供
給
す
る
事
業
者

②
資
本
金
等
の
額
が
３
億
円
以
下
の
事

業
者

③
個
人
事
業
者
等

①
大
規
模
小
売
事
業
者

②
特
定
供
給
事
業
者
か

ら
継
続
し
て
商
品
又
は

役
務
の
供
給
を
受
け
る

法
人
事
業
者


減

額

買

い
た
た
き


商

品
購

入
，
役

務
利

用
又

は
利

益
提

供
の

要
請


本

体
価

格
で
の

交
渉

の
拒

否
※

報
復

行
為

の
禁

止

違
反
行
為
が

①
多
数
に
対
し
て
行
わ
れ
て
い
る
場
合

②
不
利
益
の
程
度
が
大
き
い
場
合

③
繰
り
返
し
行
う
蓋
然
性
が
高
い
場
合

な
ど
に
は

必
ず
措

置
請

求
を
行

う
も
の

と
す
る
。

参考２
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勧
告

・
指

導
の
内

容
・
原

状
回

復
（
転

嫁
拒

否
額

の
支

払
い
）

・
対

価
へ

の
反

映
・
取

引
先

へ
の
周

知
・
再

発
防

止
策

の
実

施
・
・
・
等

々
※

勧
告

は
公

取
委

の
み

大
規

模
書

面
調

査
か

ら
調

査
～

措
置

ま
で
の

概
略

調
査
票
発
送

（
委
託
先
事
業

者
）

調
査

票
の

精
査

（
公
取
委
）

指
導

○
立
入
検
査
に
よ
る
帳
簿
等
の
確
認

○
関

係
す

る
事

業
者

に
対

す
る
電

話
・
面

談
に
よ
る
事
情
聴
取
等

※
中

企
庁

で
も
同

様
に
調

査

大
規
模
書
面
調
査
の
範
囲

（
＝
レ
ビ
ュ
ー
の
対
象
）

（
不

利
益

の
程

度
が
大

き
い
場

合
）

勧
告

・
公

表

※
中
企
庁
で
も
同
様
に
精
査

報
告

徴
収

・
立

入
検

査

違
反

事
実

な
し

回
収

（
委
託
先
事
業
者
）

調
査
票
を
公
取
委
or
中
企
庁
に
回
付

（
委
託
先
事
業
者
）
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消費税転嫁対策に係る立法府からの要請等 

法律審議時の（衆）経済産業委員会附帯決議（平成２５年５月１７日） 

政府は，消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保し，立場の弱い事業者が不利益を被ることのな

いよう，本法施行に当たり，次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 消費税増税分を適正に価格に転嫁できる環境を整えるため，関係事業者への定期的な

大規模調査を行うとともに，立場の弱い事業者等のための相談窓口を全国に整備するこ

と等により，転嫁の実態を正確に把握し，違反行為に対しては迅速かつ効果的に取り締ま

ること。 

（参）経済産業委員会（平成２５年５月２８日）発言抜粋 

○宮沢洋一議員（自民党）

やはり国内で物を作る，物を売るという世界において，食物連鎖に例えれば，これは，大

型小売店というのは頂点に立っております言わば肉食恐竜のようなものでございまして，

こういう方についてはやはり相当しっかりと監視といいますか規制を付けていかなければ，

例えば大きな食品メーカーであっても大きな電機メーカーであってもいろんな状況が生じ

ているということは新聞等々載っておりますので，その辺をしっかり対象にしていかなけ

ればいけないということで，対象に加えるといったような提言を自民党としてまとめさせ

ていただきまして，それに基づいて今回政府が法律を出してきたと，こういうことでありま

す。（中略） 

大事なことは，悪質な，また広範な等々といった行為が行われたときには，公正取引委員

会に徹底した特別調査を行うようにということを自民党として申し入れております。 

そして，恐らくそれに従って公正取引委員会としては，セールを行っただけではなかなか

動けないにしても，ちらほらと情報が入ってくるような状況になったときには徹底した特

別調査といったものを行っていただかなければなりませんが，その辺どういうふうなこと

を考えているか，特に特別調査の中身について，杉本公取委員長，お答えいただけますか。 

○杉本和行委員長（公正取引委員会委員長）

消費税の引上げに当たりましては，大規模小売事業者の納入業者などの取引上の立場の

弱い事業者が消費税を円滑かつ適正に転嫁できるようにすることが大変重要であると考え
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ておりますので，本法案におきましても，今委員御指摘のように，大規模小売事業者と取引

関係のある事業者は全て保護の対象とすることとしております。 

公正取引委員会といたしましても，そういった大規模小売業者とその取引関係のある事

業者の間で納入業者の方が比較的弱い立場にあるというのが概して言えることではないか

と思っておりますので，こうしたことを念頭に置きまして，大規模小売業者については悉皆

的に調査を行うことを考えております。 

 

○宮沢洋一議員（自民党） 

 

その悉皆的というところが大変大事でありまして，もちろん全ての納入業者，取引業者，

大変数多くありますから，全員ということは無理だと思いますけれども，悉皆的な調査をし

っかりやる体制を整えていただきたいし，そのために人員が足りないということであれば，

来年度以降も我々としてはいろいろ協力をしていかなければいけないことだと思っており

ます。 

 

 

（衆）本会議（平成２５年４月１２日）発言抜粋 

 

○丸山穂高議員（日本維薪の会） 

国内の企業約十六万社に対しての書面調査も行う方針とのことですが，全ての中小企業

を保護するといっても，日本の企業数の九九・七％，雇用の七割も占める全国約四百二十万

社の中小企業に目が行き届くのかどうかという点について，まだまだ不安は拭い去れませ

ん。 

予算や人員のさらなる確保を含めた一層の対策が必要かと思われますが，安倍総理の見

解をお伺いします。 

 

○安倍晋三内閣総理大臣 

 

転嫁対策の体制整備についてお尋ねがありました。 

政応としては，転嫁対策にしっかり取り組むため，公正取引委員会や中小企業庁の人員を

臨時的に増員します。 

また，各省庁のみならず，地方自治体の相談窓口に寄せられた情報の活用や，これまでを

大幅に上回る規模の書面調査の実施等により，転嫁拒否等に対する是正，監視，取り締まり

を徹底してまいります。 
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調
査
・
取
締
り
状
況
（
平
成
２
５
年
１
０
月
～
平
成
３
０
年
３
月
末
ま
で
）

表
１

転
嫁
拒
否
行

為
に
対
す
る
対
応
状

況
（
注
１
）

（
注
１
）
調
査
着
手
，
立
入
検
査
及
び
指
導
の
各
件
数
は
，
公
正
取
引
委
員
会
及
び

中
小
企
業
庁
の
合
算
。

（
注
２
）
転
嫁
拒
否
行
為
を
行
っ
て
い
る
と
回
答
し
た
事
業
者
に
対
す
る
下
請
代
金

支
払
遅
延
等
防
止
法
に
基
づ
く
中
小
企
業
庁
の
指
導
を
含
む
。

（
注
３
）
括
弧
内
は
，
大
規
模
小
売
事
業
者
に
対
す
る
勧
告
又
は
指
導
件
数
。

（
注
４
）
勧
告
は
，
公
正
取
引
委
員
会
の
み
が
行
う
。

表
３

勧
告

及
び

指
導

件
数

の
内

訳
(
業

種
別

)
（
注
７
）

業
種

指
導

勧
告

合
計

建
設
業

５
２
４
件

４
件

５
２
８
件

製
造
業

９
３
６
件

１
件

９
３
７
件

情
報
通
信
業

５
２
３
件

４
件

５
２
７
件

運
輸
業
（
道
路
貨
物

運
送
業
等
）

２
３
９
件

1
件

２
４
０
件

卸
売
業

２
７
８
件

１
件

２
７
９
件

小
売
業

３
２
３
件

８
件

３
３
１
件

不
動
産
業

１
３
６
件

８
件

１
４
４
件

技
術
サ
ー
ビ
ス
業

（
広
告
・
建
築
設
計

業
等
）

２
７
３
件

０
件

２
７
３
件

学
校
教
育
・
教
育
支

援
業

１
０
６
件

３
件

１
０
９
件

そ
の
他

（
注
８
）

６
３
９
件

１
３
件

６
５
２
件

合
計

３
，
９
７
７
件

４
３
件

４
，
０
２
０
件

（
注
７
）
複
数
の
業
種
に
わ
た
る
事
業
者
が
勧
告
又
は
指
導
の
対
象
と
な
っ
た

場
合
は
，
当
該
事
業
者
の
主
な
業
種
を
１
件
と
し
て
計
上
し
て
い
る
。

（
注
８
）
「
そ
の
他
」
は
，
事
業
サ
ー
ビ
ス
業
（
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
・
警

備
業
等
）
，
娯
楽
業
等
で
あ
る
。

表
２

勧
告
及
び
指

導
件
数
の
内
訳
（
行

為
類

型
別

）

行
為
類
型

指
導

勧
告

合
計

減
額

１
５
２
件

３
件

１
５
５
件

買
い
た
た
き

（
注
５
）

３
，
６
０
３
件

４
３
件

３
，
６
４
６
件

役
務
利
用
・

利
益
提
供
の
要
請

７
２
件

０
件

７
２
件

本
体
価
格
で
の

交
渉
の
拒
否

２
５
８
件

０
件

２
５
８
件

合
計

（
注
６
）

４
，
０
８
５
件

４
６
件

４
，
１
３
１
件

（
注
５
）
買
い
た
た
き
の
勧
告
及
び
指
導
件
数
に
は
，
平
成
２
６
年
３
月
３
１
日
以

前
に
減
額
行
為
が
あ
り
，
同
年
４
月
１
日
以
降
に
違
反
の
お
そ
れ
が
あ
る
も

の
を
含
む
。

（
注
６
）
事
業
者
の
中
に
は
，
複
数
の
行
為
を
行
っ
て
い
る
場
合
が
あ
り
，
表
１
及

び
表
３
に
記
載
の
件
数
と
は
一
致
し
な
い
。

調
査

着
手

立
入

検
査

調
査

着
手

立
入

検
査

調
査

着
手

立
入

検
査

調
査

着
手

立
入

検
査

指
導

指
導

指
導

指
導

（
注

２
）

（
注

２
）

（
注

２
）

（
注

２
）

勧
告

勧
告

勧
告

勧
告

（
注

４
）

（
注

４
）

（
注

４
）

（
注

４
）

措
置

措
置

措
置

措
置

請
求

請
求

請
求

請
求

１
０
，
１
３
６
件

５
，
３
５
７
件

３
，
９
７
７
件

（
１
５
４
件
）

４
３
件

（
８
件
）

１
０
件
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消
費
税
転
嫁
対
策
特
別
措
置
法
勧
告
一
覧

平
成

３
０
年

３
月

末
時

点

1
㈱
Ｊ
Ｒ
東
日
本
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
リ
テ
イ
リ
ン
グ

（
平
成

26
年
４
月

23
日
）

駅
構
内
等
で
食
料
品
，
衣
料
品
等
を
販
売
す
る
㈱
Ｊ

Ｒ
東
日
本
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
リ
テ
イ
リ
ン
グ
は
，
消
費
税
率

の
引
上
げ
に
伴
う
売
上
高
の
減
少
を
防
止
す
る
た
め
，

納
入
業
者
に
対
し
，
仕
入
価
格
を
通
常
支
払
わ
れ
る

仕
入
価
格
に
比
べ
３
％
程
度
低
く
設
定
す
る
こ
と
に
な

る
販
売
促
進
企
画
へ
の
参
加
を
要
請
し
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

2
㈱
三
城

（
平
成
2
6
年
６
月
1
2
日
）

メ
ガ
ネ
等
を
販
売
す
る
㈱
三
城
は
，
消
費
税
率
の
引

上
げ
に
対
応
す
る
た
め
，
店
舗
の
賃
貸
人
の
う
ち
，
税

込
価
格
で
賃
料
を
契
約
し
て
い
る
賃
貸
人
に
対
し
，
消

費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
賃
料
を
据
え

置
い
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

3
山
形
市
（
山
形
市
立
病

院
済
生
館
）

（
平
成
2
6
年
６
月
1
7
日
）

山
形
市
立
病
院
済
生
館
は
，
消
費
税
率
の
引
上
げ

に
対
応
す
る
た
め
，
医
療
材
料
の
納
入
価
格
を
引
き

下
げ
る
こ
と
と
し
，
納
入
業
者
に
対
し
，
平
成
2
5
年
度

下
期
の
納
入
価
格
に
一
定
率
を
乗
じ
た
額
等
を
減
じ

て
算
出
し
た
医
療
材
料
ご
と
の
納
入
価
格
の
目
標
値

を
定
め
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

4
一
般
社
団
法
人
東
京

都
自
転
車
商
防
犯
協

力
会

（
平
成
2
6
年
６
月
2
6
日
）

東
京
都
公
安
委
員
会
が
指
定
す
る
自
転
車
の
防
犯

登
録
を
行
う
一
般
社
団
法
人
東
京
都
自
転
車
商
防
犯

協
力
会
は
，
防
犯
登
録
業
務
を
委
託
し
て
い
る
自
転

車
販
売
店
等
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上

乗
せ
せ
ず
に
委
託
手
数
料
を
据
え
置
い
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

5
一
般
社
団
法
人
兵
庫

県
自
転
車
防
犯
登
録

会 （
平
成
2
6
年
６
月
2
6
日
）

兵
庫
県
公
安
委
員
会
が
指
定
す
る
自
転
車
の
防
犯

登
録
を
行
う
一
般
社
団
法
人
兵
庫
県
自
転
車
防
犯
登

録
会
は
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
に
伴
う
自
ら
の
経
費

の
負
担
を
回
避
す
る
た
め
，
防
犯
登
録
業
務
を
委
託

し
て
い
る
自
転
車
販
売
店
等
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引

上
げ
前
の
額
よ
り
更
に
低
い
委
託
手
数
料
を
定
め
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

6
㈱
ル
ネ
サ
ン
ス

（
平
成
2
6
年
７
月
2
4
日
）

ス
ポ
ー
ツ
施
設
の
運
営
等
の
事
業
を
行
う
㈱
ル
ネ
サ

ン
ス
は
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
に
対
応
す
る
た
め
，
ス

ポ
ー
ツ
指
導
を
行
う
個
人
事
業
者
に
対
し
，
免
税
事
業

者
に
該
当
す
る
こ
と
を
理
由
と
し
て
，
消
費
税
率
の
引

上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
業
務
委
託
料
を
据
え
置
く

等
し
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

7
産
業
機
械
健
康
保
険

組
合

（
平
成
2
6
年
８
月
１
日
）

健
康
保
険
給
付
事
業
及
び
保
健
・
福
祉
事
業
を
行
う

産
業
機
械
健
康
保
険
組
合
は
，
健
康
診
断
に
関
す
る

委
託
契
約
を
締
結
し
て
い
る
病
院
等
に
対
し
，
消
費
税

率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
委
託
料
金
を
据
え

置
い
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

8 ～ 1
0

野
家
グ
ル
ー
プ

㈱
野
家
資
産
管
理

サ
ー
ビ
ス

㈱
北
日
本

野
家

㈱
中
日
本

野
家

（
平
成
2
6
年
９
月
2
4
日
）

店
舗
等
の
賃
貸
借
等
の
事
業
を
行
う
㈱

野
家
資

産
管
理
サ
ー
ビ
ス
，
外
食
業
を
行
う
㈱
北
日
本

野

家
及
び
㈱
中
日
本

野
家
の
３
社
は
，
そ
れ
ぞ
れ
，

店
舗
所
有
者
（
賃
貸
人
）
の
一

部
に
対
し
，
賃
料
の
消

費
税
率
の
引
上
げ
分
を
減
額
し
，

又
は
賃
料
の
消
費

税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
据
え
置
い
た
。

※
中

小
企
業

庁
長

官
か
ら
の

措
置
請

求
案

件

第
３
条
第
１
号

前
段
（
減
額
）

及
び

同
号
後
段

（
買
い
た
た
き
）

1
1
山

佐
産
業
㈱

（
平
成
2
6
年
1
0
月
2
2
日
）

パ
チ
ン

コ
ホ
ー
ル
等
の

遊
技

場
に
ス

ロ
ッ

ト
の
販
売

等
を
行
う
山

佐
産
業
㈱
は
，
ス

ロ
ッ

ト
の
販
売
等
の
業

務
に
関
す
る
業
務
委
託
契
約
を
締
結
し
て
い
る
販
売

代
理
店
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ

せ
ず
に
業
務
委
託
手
数
料
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

1
2
東

映
ア

ニ
メ
ー
シ
ョ
ン
㈱

（
平
成
2
6
年
1
2
月
1
7
日
）

主
に

ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン
の

製
作
事
業
を
行
う
東

映
ア

ニ
メ
ー
シ
ョ
ン
㈱
は
，

ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン
の

原
画
，

動
画

等
の

制
作
業
務
を
委
託
し
て
い
る
個
人
事
業
者
に
対

し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
委
託

料
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

1
3
㈱

ト
ラ
イ
グ
ル
ー
プ

（
平
成
2
6
年
1
2
月
1
9
日
）

学
習
指
導
事
業
を
行
う
㈱

ト
ラ
イ
グ
ル
ー
プ
は
，

①
家

庭
教

師
の
業
務
委
託
契
約
を
締
結
し
て
い
る

個
人
事
業
者
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を

上
乗
せ
せ
ず
に
委
託
料
金
を
据
え
置
い
て
支
払

っ

た
。

②
教

室
施
設
の
賃
貸
人
の
う
ち
，
税
込
価
格
で
賃

料
を
契
約
し
て
い
る
賃
貸
人
の
一

部
に
対
し
，
消

費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
賃
料
を

据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

1
4

住
友

不
動
産

エ
ス

フ
ォ
ル

タ
㈱

（
平
成
2
7
年
１
月
3
0
日
）

ス
ポ
ー
ツ
施
設
の
運
営
等
の
事
業
を
行
う

住
友

不

動
産

エ
ス

フ
ォ
ル

タ
㈱
は
，
ス
ポ
ー
ツ
指
導
を
行
う
個

人
事
業
者

又
は
法
人
事
業
者
に
対
し
，
消
費
税
率
の

引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
業
務
委
託
料
を
据
え
置

い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

1
5
㈱

広
島
東

洋
カ
ー
プ

（
平
成
2
7
年

２
月
2
6
日
）

プ
ロ
野

球
球
団
を
運
営
し
，

球
団
の

ロ
ゴ

マ
ー

ク
等

を
表

示
す
る
商
品
（
以
下

「
グ

ッ
ズ

」
と
い
う
。
）
の
販
売

等
を
行
う
㈱

広
島
東

洋
カ
ー
プ
は
，
グ

ッ
ズ
の
納
入
業

者
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず

に
グ

ッ
ズ
の
仕
入
価
格
を
据
え
置
い
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）
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消
費
税
転
嫁
対
策
特
別
措
置
法
勧
告
一
覧

平
成

３
０
年

３
月

末
時

点

1
6

大
東

建
物
管
理
㈱

（
平
成
2
7
年
３
月
1
9
日
）

不
動
産
賃
貸
業
等
を
行
う

大
東

建
物
管
理
㈱
は
，

賃
貸

物
件
の

清
掃
等
の
業
務
に
関
す
る
業
務
委
託
契

約
を
締
結
し
て
い
る
個
人
事
業
者

又
は
法
人
事
業
者

に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に

業
務
委
託
料
金
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

1
7

・

1
8

コ
カ

･
コ
ー

ラ
ウ

エ
ス

ト
㈱

西
日
本
ビ

バ
レ

ッ
ジ
㈱

（
平
成
2
7
年
３
月
2
6
日
）

自
動
販
売
機
を
設
置
し
，

清
涼

飲
料

水
等
の

小
売

業
を
行
う

コ
カ

･
コ
ー

ラ
ウ

エ
ス

ト
㈱
及
び

西
日
本
ビ

バ

レ
ッ

ジ
㈱
の

２
社
は
，
そ
れ
ぞ
れ
，
自

動
販
売
機
の
設

置
場
所
を

提
供
す
る
事
業
者
の
一

部
に
対
し
，
消
費

税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
販
売
手
数
料
を

据
え
置
い
て
支
払

っ
て
い
る
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

1
9

ア
イ

フ
ル
㈱

（
平
成
2
7
年
３
月
2
7
日
）

貸
金
業
を
行
う

ア
イ

フ
ル
㈱
は
，
店
舗
等
の
賃
貸
人

の
一

部
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ

せ
ず
に
賃
料
等
を
据
え
置
く
旨
の
要
請
等
を
行

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

2
0

・

2
1

ア
サ

ヒ
グ

ロ
ー

バ
ル
㈱

ア
サ

ヒ
グ

ロ
ー

バ
ル
三

重
㈱

（
平
成
2
7
年
４
月

２
日
）

住
宅
の

建
築

工
事
業
を
行
う

ア
サ

ヒ
グ

ロ
ー

バ
ル
㈱

及
び

ア
サ

ヒ
グ

ロ
ー

バ
ル
三

重
㈱
の

２
社
は
，
そ
れ
ぞ

れ
，

住
宅
の

建
築

工
事
に
伴
う

大
工

工
事
等
の
請
負

契
約
を
締
結
し
て
い
る
個
人
事
業
者

又
は
法
人
事
業

者
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず

に
請
負

代
金
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

2
2

Ｓ
Ｍ

Ｂ
Ｃ

コ
ン
シ

ュ
ー

マ
ー

フ
ァ
イ

ナ
ン
ス
㈱

（
平
成
2
7
年

５
月
2
2
日
）

貸
金
業
を
行
う

Ｓ
Ｍ

Ｂ
Ｃ

コ
ン
シ

ュ
ー

マ
ー

フ
ァ
イ

ナ
ン

ス
㈱
は
，
店
舗
等
の
賃
貸
人
の
一

部
に
対
し
，
消
費

税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
賃
料
等
を
据
え

置
い
て
支
払

っ
た
。

※
中

小
企
業

庁
長

官
か
ら
の

措
置
請

求
案

件

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

2
3

㈱
建

築
資
料

研
究
社

（
平
成
2
7
年
６
月
４
日
）

資
格

取
得
対

策
ス

ク
ー
ル
の
運
営
等
の
事
業
を
行

う
㈱

建
築
資
料

研
究
社
は
，

①
資
格

取
得
対

策
ス

ク
ー
ル
の
運
営
等
の
業
務
を

委
託
し
て
い
る
一

部
の
事
業
者
に
対
し
，
消
費
税

率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
業
務
委
託
料

を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

②
事
務
所
等
の
賃
貸
人
の
一

部
に
対
し
，
消
費
税

率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
賃
料
を
据
え
置

い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

2
4

㈱
コ
イ
ン

パ
ー

ク

（
平
成
2
7
年
６
月

５
日
）

駐
車

場
事
業
を
行
う
㈱

コ
イ
ン

パ
ー

ク
は
，

駐
車

場

施
設
の
賃
貸
人
の
一

部
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上

げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
賃
料
を
据
え
置
い
て
支
払

っ

た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

2
5

・

2
6

Ｄ
Ｃ

Ｍ
ダ
イ

キ
㈱

㈱
ホ
ー

ム
セ
ン

タ
ー
サ
ン

コ
ー

（
平
成
2
7
年
６
月
９
日
）

日
用
品
を
販
売
す
る

Ｄ
Ｃ

Ｍ
ダ
イ

キ
㈱
及
び
㈱

ホ
ー

ム
セ
ン

タ
ー
サ
ン

コ
ー
の

２
社
は
，
そ
れ
ぞ
れ
，
野

菜

等
の
商
品
の
仕
入

先
で

あ
る

農
家
等
の
一

部
に
対
し
，

仕
入

代
金
に

つ
い
て
，
税

抜
価
格
の
販
売
価
格

か
ら

販
売
手
数
料

相
当
額
を

控
除
し
た
額
に
８
％
を
乗
じ
た

額
を
上
乗
せ
せ
ず
に
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

2
7
㈱

西
松

屋
チ

ェ
ー
ン

（
平
成
2
7
年
６
月
1
2
日
）

乳
幼

児
等
の
衣
料
品
等
を
販
売
す
る
㈱

西
松

屋

チ
ェ
ー
ン
は
，
店
舗
等
の
賃
貸
人
の
一

部
に
対
し
，
消

費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
賃
料
を
据
え

置
い
て
支
払

っ
た
。

※
中

小
企
業

庁
長

官
か
ら
の

措
置
請

求
案

件

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

2
8
㈱

主
婦
と
生

活
社

（
平
成
2
7
年
７
月
９
日
）

雑
誌
等
の
出

版
業
を
行
う
㈱

主
婦
と
生

活
社
は
，

雑

誌
等
に

掲
載
す
る

原
稿
，

写
真
等
の

作
成

又
は

編
集
，

校
正
等
の
業
務
を
委
託
し
て
い
る
個
人
事
業
者

又
は

法
人
事
業
者
の
一

部
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ

分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
委
託
料
を
据
え
置
い
て
支
払

っ

た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

2
9
㈱

穴
吹

ハ
ウ

ジ
ン
グ
サ
ー

ビ
ス

（
平
成
2
7
年
1
0
月

２
日
）

駐
車

場
事
業
等
を
行
う
㈱

穴
吹

ハ
ウ

ジ
ン
グ
サ
ー
ビ

ス
は
，

駐
車

場
施
設
の
賃
貸
人
の
一

部
に
対
し
，
消

費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
賃
料
を
据
え

置
く
旨
の
要
請
を
行

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

3
0

ア
イ

デ
ィ

ホ
ー

ム
㈱

（
平
成
2
7
年
1
2
月
2
2
日
）

戸
建

住
宅
の

建
設
・
販
売
業
等
を
行
う

ア
イ

デ
ィ

ホ
ー

ム
㈱
は
，

戸
建

住
宅
の

建
築

工
事
に
伴
う

大
工

工
事
等
の
請
負
契
約
を
締
結
し
て
い
る
個
人
事
業
者

又
は
法
人
事
業
者
の
一

部
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引

上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
請
負

代
金
を
据
え
置
い
て

支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

3
1
㈱

ア
ー
ネ
ス

ト
ワ
ン

（
平
成
2
7
年
1
2
月
2
2
日
）

戸
建

住
宅
の

建
設
・
販
売
業
等
を
行
う
㈱

ア
ー
ネ
ス

ト
ワ
ン
は
，

戸
建

住
宅
の

建
築

工
事
に
伴
う

大
工

工
事

等
の
請
負
契
約
を
締
結
し
て
い
る
個
人
事
業
者

又
は

法
人
事
業
者
の
一

部
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ

分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
請
負

代
金
を
据
え
置
い
て
支

払
っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

3
2
㈱
東

光
高

岳

（
平
成
2
8
年
１
月
2
0
日
）

電
力
機
械

器
具
等
の

製
造
販
売
等
を
行
う
㈱
東

光

高
岳
は
，

電
力

量
計
の

取
替

工
事
を
委
託
し
て
い
る

個
人
事
業
者

又
は
法
人
事
業
者
の
一

部
に
対
し
，
消

費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
委
託
料
を
据

え
置
い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

9



消
費
税
転
嫁
対
策
特
別
措
置
法
勧
告
一
覧

平
成

３
０
年

３
月

末
時

点

3
3

㈱
Ｑ

配
サ
ー
ビ
ス

（
平
成
2
8
年
６
月
1
6
日
）

貨
物

利
用
運

送
事
業
・
貨

物
軽
自

動
車
運

送
事
業

等
を
行
う
㈱

Ｑ
配
サ
ー
ビ
ス
は
，

①
荷

主
か
ら
請

け
負

っ
た

配
送
業
務
を
委
託
し
て

い
る
個
人
事
業
者

又
は
法
人
事
業
者
の
一

部
に
対

し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
委

託
料
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

②
事
業
所
等
の
賃
貸
人
の
一

部
に
対
し
，
消
費
税

率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
賃
料
を
据
え
置

い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

3
4

・

3
5

㈱
松
下
サ
ー
ビ
ス

セ
ン

タ
ー

㈱
Ａ

Ｐ
サ
ー
ビ
ス

セ
ン

タ
ー

（
平
成
2
8
年
８
月
3
1
日
）

住
宅
等
の

建
築
リ

フ
ォ
ー

ム
工
事
業
を
行
う
㈱

松

下
サ
ー
ビ
ス

セ
ン

タ
ー
及
び
㈱

Ａ
Ｐ
サ
ー
ビ
ス

セ
ン

タ
ー
は
，

①
サ
イ

デ
ィ
ン
グ

工
事
を
請

け
負
わ
せ
て
い
る
個
人

事
業
者

又
は
法
人
事
業
者
に
対
し
，
消
費
税
率
の

引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に

工
事

代
金
を
据
え
置

い
て
支
払

っ
た
。

②
駐
車

場
等
の
賃
貸
人
等
の
一

部
に
対
し
，
消
費

税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
賃
料
等
を
据

え
置
い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

3
6
㈱

Ｋ
Ａ

Ｔ
Ｅ

Ｋ
Ｙ

Ｏ
グ
ル
ー

プ （
平
成
2
8
年
1
0
月
2
1
日
）

学
習

塾
の
運
営
等
を
行
う
㈱

Ｋ
Ａ

Ｔ
Ｅ

Ｋ
Ｙ

Ｏ
グ
ル
ー

プ
は
，

①
学

習
指
導
業
務
を
委
託
し
て
い
る
個
人
事
業
者

に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず

に
委
託
料
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

②
教

室
施
設
等
の
賃
貸
人
の
一

部
に
対
し
，
消
費

税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
賃
料
等
を
据

え
置
い
て
支
払

っ
た
。

※
中

小
企
業

庁
長

官
か
ら
の

措
置
請

求
案

件

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

3
7
㈱
ス
ー

パ
ー

ホ
テ
ル

（
平
成
2
9
年

２
月
2
2
日
）

ホ
テ
ル
業
を
行
う
㈱
ス
ー

パ
ー

ホ
テ
ル
は
，

①
支

配
人
業
務
を
委
託
し
て
い
る
個
人
事
業
者
に

対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に

委
託
料
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

②
ホ
テ
ル

建
設
，
税
務
会

計
等
に
関
す
る
指
導
業

務
等
（
「
顧

問
業
務

」
）
を
委
託
し
て
い
る
個
人
事
業

者
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ

ず
に

顧
問
料
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

③
朝
食

用
惣

菜
の
仕
入

先
で

あ
る
法
人
事
業
者
に

対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に

仕
入

代
金
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

3
8
㈱

帝
国

デ
ー

タ
バ
ン

ク

（
平
成
2
9
年
３
月
９
日
）

企
業
の

信
用

調
査
，
企
業

情
報
の

提
供
等
の
事
業

を
行
う
㈱

帝
国

デ
ー

タ
バ
ン

ク
は
，
企
業

信
用

調
査
等

業
務
を
委
託
し
て
い
る
個
人
事
業
者
に
対
し
，
消
費
税

率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
委
託
料
を
据
え
置

い
て
支
払

っ
た
。

※
中

小
企
業

庁
長

官
か
ら
の

措
置
請

求
案

件

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

3
9

住
友

不
動
産
㈱

（
平
成
2
9
年
７
月
1
4
日
）

不
動
産

取
引
業
，

建
築

工
事
業
等
を
行
う

住
友

不

動
産
㈱
は
，
自
社
が
一
般
消
費
者

か
ら
請

け
負
う

住

宅
の

改
築

工
事
に
伴
う

大
工

工
事
の
請
負
契
約
を
締

結
し
て
い
る
個
人
事
業
者

又
は
法
人
事
業
者
の
一

部

に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に

請
負

代
金
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

4
0
㈱

ニ
チ
イ

学
館

（
平
成
2
9
年
９
月
1
4
日
）

教
育

講
座
の
運
営
等
の
事
業
を
行
う
㈱

ニ
チ
イ

学

館
は
，

教
育
指
導
業
務
を
委
託
し
て
い
る
個
人
事
業

者
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず

に
委
託
料
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

※
中

小
企
業

庁
長

官
か
ら
の

措
置
請

求
案

件

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

4
1
㈱

西
日
本

新
聞
社

（
平
成
2
9
年
1
2
月
1
4
日
）

日
刊

新
聞
の

発
行
及
び
販
売
等
の
事
業
を
行
う
㈱

西
日
本

新
聞
社
は
，

①
日

刊
新

聞
の
販
売
促
進
業
務
（
新

聞
の

新
規

購

読
者
の

獲
得

や
既

存
の

購
読
者
に
対
す
る
契
約
更

新
手

続
等
の
業
務
）
を
委
託
し
て
い
る
人
格
の
な
い

社
団
等
で

あ
る
事
業
者

又
は
法
人
事
業
者
に
対
し
，

消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
委
託
料

を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

②
日

刊
新

聞
等
に

掲
載
す
る

記
事
，

写
真
，
イ

ラ
ス

ト
等
の

原
稿

作
成
業
務
を
委
託
し
て
い
る
個
人
事
業

者
又
は
法
人
事
業
者
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上

げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
委
託
料
を
据
え
置
い
て
支

払
っ
た
。

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

4
2

エ
コ

ロ
シ
テ

ィ
㈱

（
平
成
3
0
 
年

２
月
１
日
）

駐
車

場
事
業
を
行
う

エ
コ

ロ
シ
テ

ィ
㈱
は
，

駐
車

場

用
地
の
賃
貸
人
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を

上
乗
せ
せ
ず
に
賃
料
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

※
中

小
企
業

庁
長

官
か
ら
の

措
置
請

求
案

件

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）

10



消
費
税
転
嫁
対
策
特
別
措
置
法
勧
告
一
覧

平
成

３
０
年

３
月

末
時

点

4
3

㈱
山
野

楽
器

（
平
成
3
0
 
年

２
月
６
日
）

音
楽
・
映

像
ソ

フ
ト
，

楽
器
等
の

小
売
業
の

ほ
か
，

音
楽

教
室
の
運
営
等
の
事
業
を
行
う
㈱
山
野

楽
器

は
，

①
音

楽
教

室
の
生

徒
に
対
す
る

楽
器
の

演
奏
等
の

指
導
業
務
を
委
託
し
て
い
る
事
業
者
に
対
し
，
消
費

税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ
ず
に
委
託
料
を
据

え
置
い
て
支
払

っ
た
。

②
自
社
が
販
売
す
る

楽
器
を

顧
客
が

選
定
す
る
た

め
の

助
言
等
を
行
う
業
務
を
委
託
し
て
い
る
事
業

者
に
対
し
，
消
費
税
率
の
引
上
げ
分
を
上
乗
せ
せ

ず
に
手
数
料
を
据
え
置
い
て
支
払

っ
た
。

※
中

小
企
業

庁
長

官
か
ら
の

措
置
請

求
案

件

第
３
条
第
１
号

後
段

（
買
い
た
た
き
）
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平
成
2
6
年
度

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

４
か
年
度
合
計

Ａ
．
書

面
調

査
執

行
額

　
【
円

】
5
0
1
,0
0
0
,0
0
0

5
6
8
,0
0
0
,0
0
0

3
8
9
,0
0
0
,0
0
0

3
8
5
,0
0
0
,0
0
0

1
,8
4
3
,0
0
0
,0
0
0

Ｂ
．
書
面
調
査
発
送
数
【
通
】

3
,4
9
4
,5
6
9

3
,2
1
9
,5
7
5

3
,0
7
6
,0
0
3

3
,1
2
4
,5
1
0

1
2
,9
1
4
,6
5
6

Ｃ
．
勧
告
件
数
【
件
】

1
9

1
3

6
5

4
3

Ｄ
．
指

導
件

数
【
件

】
3
1
6

3
4
9

3
6
2

3
7
0

1
,3
9
7

Ｅ
．
原

状
回

復
額

　
【
円

】
4
1
1
,5
3
0
,0
0
0

6
7
4
,4
4
0
,0
0
0

9
2
9
,5
7
0
,0
0
0

8
1
0
,0
8
0
,0
0
0

2
,8
2
5
,6
2
0
,0
0
0

Ｆ
．
原

状
回

復
を
行

っ
た
事

業
者

数
【
名

】
2
2
8

3
3
3

2
9
3

3
5
7

1
,2
1
1

Ｇ
．
原

状
回

復
を
受

け
た
事

業
者

数
【
名

】
3
3
,0
9
4

2
5
,0
5
9

3
6
,1
3
7

2
0
,7
5
9

1
1
5
,0
4
9

Ｈ
．
違

反
事

業
者

１
社

当
た
り
原

状
回

復
額

【
円

】
(Ｅ

／
Ｆ
）

1
,8
0
4
,9
5
6

2
,0
2
5
,3
4
5

3
,1
7
2
,5
9
4

2
,2
6
9
,1
3
2

Ｉ．
違
反
事
業
者
１
社
・
１
年
当
た
り
原
状
回

復
額

　
【
円

】
(Ｈ

を
2
6
年

度
は

0
.5
，
2
7
年

度
は

1
.5
，
2
8
年

度
は

2
.5
，
2
9
年

度
は

3
.5
で
除

し
た
も
の

）

3
,6
0
9
,9
1
2

1
,3
5
0
,2
3
0

1
,2
6
9
,0
3
8

6
4
8
,3
2
3

執
行

額
等

と
運

用
実

績
の

経
年

比
較

〔
公

取
部

分
〕

参考４
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平
成

２
６

年
４

月
平

成
２

７
年

４
月

平
成

２
８

年
４

月
平

成
２

９
年

５
月

平
成

３
０

年
２

月

Ａ
．

全
て

転
嫁

で
き

て
い

る
7
9
.0

%
8
5
.5

%
8
3
.4

%
8
8
.6

%
8
8
.1

%

Ｂ
．

一
部

を
転

嫁
で

き
て

い
る

1
3
.1

%
8
.4

%
8
.1

%
5
.0

%
4
.9

%

Ｃ
．

全
く
転

嫁
で

き
て

い
な

い
3
.8

%
3
.7

%
3
.8

%
1
.9

%
2
.0

%

Ｄ
．

そ
の

他
（
経

営
戦

略
上

，
転

嫁
し

な
か

っ
た

場
合

な
ど

）
4
.1

%
2
.4

%
4
.7

%
4
.6

%
5
.0

%

消
費

税
の

転
嫁

状
況

に
関

す
る

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

調
査

結
果

の
推

移
に

つ
い

て
（
価

格
転

嫁
の

状
況

）

※
　

本
表

は
，

経
済

産
業

省
に

お
い

て
，

平
成

2
6
年

4
月

の
消

費
税

率
引

上
げ

を
踏

ま
え

，
転

嫁
状

況
を

定
期

的
に

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

す
る

た
め

実
施

し
て

い
る

「
消

費
税

の
転

嫁
状

況
に

関
す

る
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
調

査
」
（
事

業
者

へ
の

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
）
結

果
を

ま
と

め
た

も
の

※
　

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

調
査

の
対

象
事

業
者

数
は

各
回

 4
0
,0

0
0
者

参考５
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消費税転嫁対策特別措置法の運用による影響等について 

 

措置を採ったことによる影響 

 

１ 情報通信業を営むＡ社に対し立入検査を実施したところ，当該事業者は既

に違反行為を取りやめていた。同社の加盟業界団体は，傘下企業が公正取引委

員会から勧告を受けたため，消費税転嫁対策特別措置法の遵守と再点検を促す

書面を加盟各社に発出しており，当該立入検査先は，この要請文書に基づき，

自主的に，従来内税で定めていた委託料を外税方式に改めるとともに，支払金

額を是正した。 

 

２ サービス業を営むＢ社に対し，買いたたき行為について指導を行ったとこ

ろ，同じ業界団体に所属する同業他社が，当該指導の事実を知り，自社が現在

行っている行為が消費税転嫁対策特別措置法に違反することに気が付き，違反

行為を取りやめるとともに公正取引委員会に当該経緯を報告した。 

 

３ 製造業を営むＣ社に対し，買いたたき行為について指導を行ったところ，当

該事業者の親会社及びそのグループ会社十数社が，同様の違反行為を取りやめ

るとともに，公正取引委員会に当該経緯を報告した。 

 

４ 情報通信業を営むＤ社に対し，買いたたき行為について指導を行ったとこ

ろ，同社のグループ会社数社が，違反行為を取りやめるとともに，公正取引委

員会に当該経緯を報告した。 

 

５ 情報通信業を営むＥ社に対し，買いたたき行為について勧告・公表を行った

ところ，その直後，新聞報道で当該事件を知った同業他社が，自主的に社内点

検を行い，違反行為を取りやめ，取引先に転嫁拒否額を支払うとともに，公正

取引委員会に当該経緯を報告した。 

 

６ 生活関連サービス業を営むＦ社に対し，買いたたき行為について勧告・公表

を行ったところ，その直後，複数の同業他社が，同様の違反行為を取りやめる

とともに，公正取引委員会に当該経緯を報告した。 

 

７ 違反事件の端緒情報を申告した人に対し，なぜ申告するに至ったか確認し

たところ，「公取委が勧告した事件の報道を見て，申告する背中を押された」

参考６ 
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と話していた。なお，当該申告人から寄せられた情報は，別の新たな勧告事件

の端緒情報となり，その後勧告・公表に至った。 

 

８ ある事業者に対し勧告を行ったところ，当該事業者から公正取引委員会に

対し，違反行為を受けていた特定供給事業者が，同社から原状回復があった旨

の報告と合わせて，類似事件の申告が行われた。 

 

 

書面調査等を行ったことによる影響 

 

９ 情報通信業を営むＨ社が，書面調査の調査票を受け取ったことを契機に社

内点検を実施し，その結果発見された違反行為の取りやめ・是正と，取引先に

対する転嫁拒否額の支払いを自主的に行った。 

 

10 生活関連サービス業を営むＧ社に対し立入検査を実施したところ，当該事

業者の親会社名で「今般，2014年当時の消費税の転嫁状況について，当社グル

ープ各社に対する調査が増えています。当該調査において，消費税特措法が徹

底されておらず行政指導を受ける可能性がある事案が発生しておりますので，

他のグループ各社における消費税特措法遵守状況について緊急点検をさせて

いただくものです」と記載された文書が確認された。また，当該事業者は，こ

の文書を受け，立入検査前に，違反行為を取りやめ，取引先に対し，転嫁拒否

額の大部分を支払っていた。 

 

 

施策全体に対する評価 

 

11 「消費税の転嫁に関する調査票は頻繁に送られてくる記憶がある。頻繁な調

査に価値があると考える。」（地方の有識者との懇談会） 

 

12 「当社に消費税転嫁に関するアンケートが届いた。このアンケートは，事業

者に消費税転嫁対策特別措置法について知るきっかけを与えたり，また，消費

税転嫁対策特別措置法に違反する行為を抑止させる効果もあると思う。」（地方

の有識者との懇談会） 

 

13 「大手の横暴は，ここに出席している皆さん受けているもの。公取としては，

悉皆調査等を行って把握し，指導すべき」（地方の有識者との懇談会） 
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14 「公正取引委員会が消費税の円滑かつ適正な転嫁のために種々の取組を行

っていることにより，事業者間取引においては消費税の転嫁がきちんと行わ

れているというのが実感である。」（地方の有識者との懇談会） 

 

15 「今回の８％へ消費税率が引き上げられたときは，公正取引委員会が消費税

の転嫁について広報し，転嫁の状況をきちんと監視してくれたおかげと，我々

業界における公正取引協議会で転嫁カルテルを申請したことで，取引先とは品

質で商談ができ，本体価格で取引が成立して，それに８％の消費税を転嫁する

ということが確実にできている」（地方の有識者との懇談会） 

 

16 「消費税転嫁対策調査室を設置し，各種の取組を実施したことにより，消費

税の転嫁拒否等の行為に対し迅速かつ厳正に対処するという公正取引委員会

の方針が社会に伝わり，違反行為を抑止する効果が出ていると考えている。」

（独占禁止政策協力委員からのヒアリング） 

 

17 「消費税転嫁対策特別措置法ではどのような行為が違反となるのかについ

ての広報や，違反行為が行われた時に厳正に対処して発表することなど，公正

取引委員会のきめ細かな情報発信により，消費税率引上げ分はスムーズに転

嫁されているとの印象を持っており，公正取引委員会の活動を評価している。」

（独占禁止政策協力委員からのヒアリング） 

 

18 「本体価格で価格交渉をしており，本体価格に８パーセントを乗じた額を加

えて請求し，請求額どおり支払われているので，問題なく消費税率の引上げ分

を転嫁できている。これは，公正取引委員会の活動のおかげであり，消費税率

が10パーセントに引き上げられる際も，問題は起きないと思う。」（下請取引等

改善協力委員からのヒアリング） 

 

19 「消費税の転嫁拒否等への対策について，消費税率が５パーセントに引き上

げられた際には取引先から多くの値下げ要請があったが，消費税率が８パー

セントに引き上げられた際にはそういった要請は全くなく，非常に大きな効

果があった。消費税率が10パーセントに引き上げられる際には８パーセント

に引き上げられた際と同様に対応いただくことを望む」。（下請取引等改善協

力委員からのヒアリング） 
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20 「スーパー，量販店等の大手小売りに，納入する組合員は多いが，消費税の

転嫁は外税で行われている。税率が８％に引き上げる平成26年４月１日前後に，

今回の場合は政府が強力に転嫁拒否を取り締まったことで，特に大規模小売業

者からの圧力に耐えることができた。公取委の活躍には業界としても感謝して

いる。大規模小売が価格に転嫁させない行為（買いたたき）等を行えなかった

ことで，ましてや，他の納入事業者からは問題となる行為があったとの報告は

受けていない。」（納入業者等へのヒアリング） 

 

21 「消費税引上げの都度，消費税を転嫁できなくて困っていた。今回は政府の

方も取り締まるような法律をつくり心強い。」（納入業者等へのヒアリング） 

 

22 「役所から転嫁阻害を受けていないかといったヒアリングを受け感謝して

いる。」（納入業者等へのヒアリング） 

 

23 「消費税率引上げに際して，消費税分を減額してほしいとの要請はなかった。

業界団体に加盟する各社は，貴委員会のおかげであると話している。」（納入業

者等へのヒアリング） 

 

24 「前回の税率アップの際にはいろいろありましたが，今回の増税は現時点で

は全く転嫁拒否の話はありません。ピタッと無くなっています。法律ができた

ことや公取さん，中企庁さんの監視の動きが新聞などマスコミ報道され，それ

が効いているものと思う。助かっています。」（書面調査回答者へのヒアリング） 

 

25 「今回の増税については外税の８パーセントで交渉は上手くいった。今回は

公取や中小企業庁さんの監視もあり，特措法もあるので，問題をクリアできて

いる。」（書面調査回答者へのヒアリング） 
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